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第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 
 

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期 

会計期間 

自 平成11年 
  ４月１日 
至 平成11年 
  ９月30日 

自 平成12年 
  ４月１日 
至 平成12年 
  ９月30日 

自 平成13年 
  ４月１日 
至 平成13年 
  ９月30日 

自 平成11年 
  ４月１日 
至 平成12年 
  ３月31日 

自 平成12年 
  ４月１日 
至 平成13年 
  ３月31日 

(1)連結経営指標等      

売上高 (百万円) ― 39,492 39,155 90,978 83,947 

経常利益または 
経常損失(△) 

(百万円) ― △34 589 1,001 1,570 

中間(当期)純利益または
中間(当期)純損失(△) 

(百万円) ― △1,561 18 222 △1,747 

純資産額 (百万円) ― 25,330 24,763 27,140 24,953 

総資産額 (百万円) ― 101,490 95,355 108,485 103,631 

１株当たり純資産額 (円) ― 695.20 679.65 744.88 685.31 

１株当たり中間(当期) 
純利益または1株当たり
中間(当期)純損失(△) 

(円) ― △42.85 0.52 6.10 △47.98 

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) ― 25.0 26.0 25.0 24.1 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― 4,084 2,405 2,318 3,926 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― △2,646 1,492 △3,886 △2,792 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― △587 △4,704 △1,474 240 

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) ― 2,281 1,999 1,430 2,805 

従業員数 (名) ― 1,153 1,118 1,130 1,123 

(2)提出会社の経営指標等      

売上高 (百万円) 42,315 37,800 36,167 87,499 79,514 

経常利益または 
経常損失(△) 

(百万円) 918 △56 713 1,131 1,234 

中間(当期)純利益または
中間(当期)純損失(△) 

(百万円) 457 △1,484 196 375 △1,833 

資本金 (百万円) 4,397 4,397 4,397 4,397 4,397 

発行済株式総数 (株) 36,436,125 36,436,125 36,436,125 36,436,125 36,436,125 

純資産額 (百万円) 26,483 24,615 24,077 26,338 24,084 

総資産額 (百万円) 99,432 98,841 92,669 106,085 100,327 
１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 6 5 5 12 10 

自己資本比率 (％) 26.6 24.9 26.0 24.8 24.0 

従業員数 (名) 818 742 711 762 704 

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、中間連結財務諸表を作成しているため、提出会社の１株当たり純資産額、１株当たり中間(当

期)純利益、潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の記載は省略しております。 

３ 中間連結財務諸表規則が新たに制定され、第34期中間連結会計期間から中間連結財務諸表を作成してい

るため、第33期の中間連結会計期間の連結財務指標等については記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、新株引受権付社債および転換社債の発行がないため、

ならびに第34期中の中間連結会計期間および第34期の連結会計年度については中間(当期)純損失が計上

されているため、記載しておりません。 

５ 従業員数は、第33期末(平成12年３月31日)から就業人員を表示しております。 
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２ 事業の内容 

当連結中間会計期間において、当企業集団が営む事業の内容に変更はありません。 

なお、当企業集団の事業の内容は単一セグメントに属しているため、「第１企業の概況」、「第２

事業の状況」、「第３設備の状況」の記述においては、事業の種類別セグメントまたは事業部門等に

関連付けては行っておりません。 

 

３ 関係会社の状況 

当中間連結会計期間において、関係会社の異動はありません。 

 

４ 従業員の状況 

(1) 連結会社の状況 
(平成13年９月30日現在) 

区分 従業員数(名) 

営業 834 

工場 218 

一般管理 66 

合計 1,118 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

 

(2) 提出会社の状況 
(平成13年９月30日現在) 

従業員数(名) 711 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

 

(3) 労働組合の状況 

提出会社および連結子会社には労働組合は結成されておりません。 
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第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、これまで景気を牽引してきたＩＴ需要が減速に転じ

たことによる米国の景気後退が、外需頼みによる景気回復というシナリオを崩し、不況は深刻な局

面に入りました。これに対し金融の一層の量的緩和策が執られたものの、大きな効果をあげるには

至りませんでした。 

建設業界にあっても、小泉内閣の掲げる聖域なき構造改革によりいわゆる従来型の公共投資が見

直されているうえ、ＩＴ産業を中心に民間設備投資も減少し低調に推移しました。財務内容脆弱な

小規模建設業者の経営破綻が相次ぐなど、当企業集団を取り巻く経営環境は極めて厳しい状況が続

きました。 

こうしたなかにあって、当企業集団は、引き続き経費削減を徹底するとともに、より強固な収益

基盤を確立するため、主要な事業である建設仮設材賃貸、建設機械賃貸に加え、特殊加工製品や仮

設工事などの周辺事業の強化を図るなど、経営努力を続けてまいりました。 

具体的には、工事物件の受注と管理を一元化し機動的な工事営業を展開するため、当社工事部と

ジェコス工事(株)の業務分担を見直しました。また、特殊加工製品に関する営業、技術、工場の各

部門のノウハウを結集し営業活動を推進するため当社担当部門を再編いたしました。 

さらに、ソイルセメント柱列壁工事において発生する泥土に含まれるセメントを分離しこれを再

利用することで産業廃棄物の発生を削減する独自工法であるＧＳＳ工法用に設備を増強するととも

に、当社における同工法推進チームを中心に、公共団体、施主等関係各方面に対し働きかけを強化

し、拡販を図りました。 

以上の諸施策を実施いたしましたが、当中間連結会計期間の売上高は、建設需要低迷の影響で前

中間連結会計期間比0.9％減収の391億55百万円となりました。損益面につきましては、コスト削減

に努め、経常利益は５億89百万円となりましたが、投資有価証券評価損１億43百万円等、特別損失

２億94百万円を計上し、法人税等２億76百万円を控除した中間純利益は18百万円となりました。な

お、前中間連結会計期間においては経常損失および中間純損失が計上されているため、経常利益お

よび中間純利益について前中間連結会計期間比は記載しておりません。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、「(1)

業績」で説明したとおり、税金等調整前中間純利益が２億95百万円と低い水準にとどまったことに

加え、短期借入金返済等、有利子負債の削減に努めた結果、前連結会計年度末に比べ８億05百万円

(28.7％)減少し、19億99百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において営業活動による資金の増加は、24億05百万円(前中間連結会計期間

比△41.1％)となりました。これは、主に売上債権が37億70百万円、たな卸資産が12億09百万円減

少したことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において投資活動による資金の増加は、14億92百万円となりました。これ

は、主に投資有価証券の売却による収入が17億41百万円あったことによるものであります。なお、

前中間連結会計期間においては投資活動による資金の減少であるため、前中間連結会計期間との

比較は行っておりません。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において財務活動による資金の減少は、47億04百万円(前中間連結会計期間

比701.4％)となりました。これは短期借入金の返済(減少額30億円)、コマーシャルペーパーの償

還(減少額15億円)によるものであります。 
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２ 生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績 

ａ製作加工および修理実績 

当中間連結会計期間の製作加工および修理実績を販売価格により示せば次のとおりであります。 

なお、「生産、受注及び販売の状況」に記載の金額には消費税等は含まれておりません。 
(単位：百万円) 

 
区分 金額 

前年同期比(％) 

建設仮設材 540 △5.6 

製品 2,540 △32.1 製作・加工 

小計 3,081 △28.5 

修理 建設仮設材 1,138 △2.4 

合計 4,219 △23.0 

 

ｂ工事施工実績 

当中間連結会計期間の工事施工実績を販売価格により示せば次のとおりであります。 
(単位：百万円) 

 
区分 金額 

前年同期比(％) 

杭打抜工事、山留架設工事 5,488 △0.9 

 

(2) 受注状況 

受注生産を行っているスチールセグメント、Ｈ形支保工等の製品について当中間連結会計期間の

受注状況を販売価格により示せば次のとおりであります。 
(単位：百万円) 

  
区分 受注高 

前年同期比(％) 
受注残高 

前年同期比(％) 

スチールセグメント等 2,169 △9.7 1,615 △25.2 
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(3) 取引形態別売上実績 

当中間連結会計期間の取引形態別売上実績を販売価格により示せば次のとおりであります。なお、

当中間連結会計期間において総売上高に対する売上実績の割合が100分の10以上の売上先はありませ

ん。 
(単位：百万円) 

 
区分 金額 

前年同期比(％) 

販売 21,308 △1.1 

賃貸 8,004 3.6 

工事 5,488 △1.3 

修理等 4,354 △6.6 

合計 39,155 △0.9 

 

３ 対処すべき課題 

当中間連結会計期間において、当企業集団が対処すべき課題について、重要な変更または新たに生

じた課題はありません。 

 

４ 経営上の重要な契約等 

当中間連結会計期間において、連結会社以外の会社との合併、営業の譲渡、譲受け、その他経営上

の重要な契約の締結等はありません。 

 

５ 研究開発活動 

当企業集団は、「研究開発費等に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成10年

３月13日)が定義する研究開発に該当する活動は行っておりません。 
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第３ 設備の状況 

１ 主要な設備の状況 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２ 設備の新設、除却等の計画 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、

拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４ 提出会社の状況 

１ 株式等の状況 

(1) 株式の総数等 
 

種類 会社が発行する株式の総数 摘要 

普通株式 
株 

97,500,000  

計 97,500,000 ― 

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 
 

発行数 

種類 
中間会計期間末現在 
(平成13年９月30日) 

提出日現在 
(平成13年11月27日) 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

摘要 

普通株式 
株 

36,436,125 
株 

36,436,125 証券会員制法人東京証券取引所 
市場第一部 

議決権あり 

発
行
済
株
式 

計 36,436,125 36,436,125 ― ― 

(注) 証券会員制法人東京証券取引所は、平成13年11月１日付で組織変更し株式会社東京証券取引所となってお

ります。 

 

(2) 発行済株式総数、資本金等の状況 

発行済株式総数 資本金 資本準備金 

年月日 

増減数 残高 増減額 残高 増減額 残高 

摘要 

平成13年９月30日 
千株 

― 
千株 

36,436 
百万円 

― 
百万円 

4,397 
百万円 

― 
百万円 

4,595  

(注) 当中間会計期間における発行済株式総数、資本金および資本準備金の増減はありません。 



ファイル名:040_0132400501312 更新日時:01/11/13 11:49 印刷日時:01/11/28 14:43 

― 9 ― 

(3) 大株主の状況 
平成13年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合 

川鉄商事株式会社 東京都千代田区大手町２丁目７番１号 
千株 

12,044 
％ 

33.06 

川崎製鉄株式会社 神戸市中央区北本町通１丁目１番28号 8,097 22.22 

川商ラビエ株式会社 大阪市北区小松原町２番４号 1,338 3.67 

川商ジェコス社員持株会 東京都中央区日本橋小網町６番７号 1,176 3.23 

川商ジェコス取引先持株会 東京都中央区日本橋小網町６番７号 676 1.86 

株式会社新生銀行 東京都千代田区内幸町２丁目１番８号 568 1.56 

川商石油販売株式会社 大阪市中央区今橋４丁目３番22号 522 1.43 

サガミスチール株式会社 神奈川県相模原市宮下２丁目13番８号 510 1.40 

株式会社あさひ銀行 東京都千代田区大手町１丁目１番２号 470 1.29 

株式会社第一勧業銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 468 1.29 

計 ― 25,873 71.01 

 

(4) 議決権の状況 
平成13年９月30日現在 

議決権のある株式数 

議決権のない株式数 

自己株式等 その他 

単位未満株式数 摘要 
発
行
済
株
式 

株 

― 

株 

― 

株 

36,315,600 

株 

120,525 
単位未満株式数には当社所有の自
己株式が80株含まれております。 

 

所有者の氏名又は名称等 所有株式数 

氏名又は名称 住所 自己名義 他人名義 計 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合 

摘要 

― ― 
株 

― 
株 

― 
株 

― 
％ 

― ― 

自
己
株
式
等 

計 ― ― ― ― ― ― 

(注) １ 上記「議決権のある株式数」の「その他」および「単位未満株式数」には、財団法人証券保管振替機構

名義の株式が、それぞれ3,000株および43株含まれております。 

２ 株主名簿上は、当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が100株あります。なお、当

該株式数は、上記「発行済株式」の「議決権のある株式数」の「その他」の欄に含まれております。 

３ 中間会計期間の末日が商法等改正法の施行日以前であるため、「単元未満株式数」を「単位未満株式

数」に読み替えて記載しております。 
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２ 株価の推移 
 

月別 平成13年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高 
円 

320 321 315 330 316 315 
当該中間会計期間 
における月別 
最高・最低株価 

最低 
円 

275 292 286 280 295 274 

(注) 最高・最低株価は、証券会員制法人東京証券取引所市場第一部におけるものであります。なお、同取引所

は、平成13年11月１日付で組織変更し株式会社東京証券取引所となっております。 

 

３ 役員の状況 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 
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第５ 経理の状況 

１ 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 

２ 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 

３ 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成12年４月１日から平

成12年９月30日まで)の中間連結財務諸表および前中間会計期間(平成12年４月１日から平成12年９

月30日まで)の中間財務諸表について監査法人太田昭和センチュリーの中間監査を受け、当中間連結

会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)の中間連結財務諸表および当中間会計期間

(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監

査を受けております。 

 その中間監査報告書は、中間連結財務諸表および中間財務諸表のそれぞれの直前に掲げておりま

す。 

 なお、「監査法人太田昭和センチュリー」は、平成13年７月１日付けで法人名称を変更し「新日

本監査法人」となっております。 
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中 間 監 査 報 告 書 

平成12年11月27日 

川 商 ジ ェ コ ス 株 式 会 社 

取締役社長 今   井   良   治   殿 

監査法人 太田昭和センチュリー   

 

公認会計士 鳥  家  秀  夫 ○印  
 

公認会計士 森  本  民  雄 ○印  
 

関与社員 公認会計士 坂  本  満  夫 ○印  
 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている川商ジェコス株式会社の平成12年４月１日から平成13年３月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間(平成12年４月１日から平成12年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すな

わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中

間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、

中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、ま

た、連結子会社等については、中間監査実施基準三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構

成される監査手続を実施した。 

中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に

公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、下記事項を除き前連結会計年

度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間

連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)の定めるところ

に準拠しているものと認められた。 

記 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４.(3)に記載のとおり、当中間連結会計期

間に役員退職慰労金に関する会計方針を支出時の費用として処理とする方法から内規に基づく中間

期末要支給額を役員退職慰労引当金として引当計上する方法に変更した。この変更は、将来の支出

に備えて役員の在任期間に費用を配分することにより、期間損益の適正化と財務内容の健全化を図

るため行われたものであり、正当な理由による変更と認める。この変更により、従来の基準によっ

た場合と比較して営業利益は15百万円少なく計上されており、経常損失は15百万円、税金等調整前

中間純損失は75百万円、それぞれ多く計上されている。 

よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が川商ジェコス株式会社及び連結子会社の平成

12年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成12年４月１日から

平成12年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

(注) 会社は、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及

び追加情報の注記に記載のとおり、退職給付に係る会計基準及び金融商品に係る会計基準が

適用されることとなるため、これらの会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

以  上 

代表社員

関与社員

代表社員

関与社員
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中 間 監 査 報 告 書 

平成13年11月27日 

川 商 ジ ェ コ ス 株 式 会 社 

取締役社長 寺  尾      主   殿 

新 日 本 監 査 法 人   

 

公認会計士 鳥  家  秀  夫 ○印  
 

公認会計士 森  本  民  雄 ○印  
 

関与社員 公認会計士 坂  本  満  夫 ○印  
 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている川商ジェコス株式会社の平成13年４月１日から平成14年３月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すな

わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中

間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、

中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、ま

た、連結子会社等については、中間監査実施基準三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構

成される監査手続を実施した。 

中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に

公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準

に従って継続して適用されており、また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の

用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)の定めるところに準拠している

ものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が川商ジェコス株式会社及び連結子会社の平成

13年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成13年４月１日から

平成13年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

代表社員

関与社員

代表社員

関与社員 



ファイル名:060_0132400501312 更新日時:01/11/06 13:52 印刷日時:01/11/28 14:47 

― 17 ― 

１ 中間連結財務諸表等 

(1) 中間連結財務諸表 

① 中間連結貸借対照表 
(単位：百万円) 

前中間連結会計期間末 

平成12年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成13年９月30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成13年３月31日現在 

科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

   ％   ％   ％ 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金   2,410   2,136   2,942  

受取手形及び売掛金 ※５  35,380   34,924   38,694  

たな卸資産 ※４  25,592   24,176   25,397  

その他   984   610   2,230  

貸倒引当金   △279   △228   △257  

流動資産合計   64,087 63.1  61,620 64.6  69,007 66.6 

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※１          

 賃貸用建設機械  6,431   4,978   5,429   

 建物及び構築物  5,356   5,023   5,226   

 土地 ※３ 12,742   12,742   12,742   

 その他  2,477 27,008 26.6 2,223 24,968 26.2 2,300 25,699 24.8 

無形固定資産   376 0.4  333 0.3  357 0.3 

投資その他の資産           

 投資有価証券  6,667   4,813   4,870   

 その他  3,861   4,640   4,655   

 貸倒引当金  △510 10,018 9.9 △1,020 8,433 8.9 △959 8,566 8.3 

固定資産合計   37,403 36.9  33,735 35.4  34,623 33.4 

資産合計   101,490 100.0  95,355 100.0  103,631 100.0 
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(単位：百万円) 

前中間連結会計期間末 

平成12年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成13年９月30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成13年３月31日現在 

科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

   ％   ％   ％ 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債           

支払手形及び買掛金 ※５  28,663   25,608   28,408  

短期借入金   28,020   26,070   29,070  

１年内返済予定の 

長期借入金 
  62   62   62  

コマーシャルペーパー   5,000   3,500   5,000  

１年内償還予定の社債   ―   10,000   10,000  

引当金   658   661   679  

その他   2,244   2,039   2,790  

流動負債合計   64,649 63.7  67,941 71.2  76,011 73.3 

Ⅱ 固定負債           

社債   10,000   ―   ―  

長期借入金   211   148   179  

退職給付引当金   1,178   2,186   2,228  

役員退職慰労引当金   75   202   170  

その他   46   112   88  

固定負債合計   11,511 11.3  2,650 2.8  2,667 2.6 

負債合計   76,160 75.0  70,591 74.0  78,678 75.9 

(少数株主持分)  ― ―  ― ―  ― ― 

(資本の部)          

Ⅰ 資本金   4,397 4.4  4,397 4.6  4,397 4.3 

Ⅱ 資本準備金   4,595 4.5  4,595 4.8  4,595 4.4 

Ⅲ 連結剰余金   16,337 16.1  15,794 16.6  15,968 15.4 

Ⅵ その他有価証券評価差額金   ― ―  △23 △0.0  ― ― 

   25,330 25.0  24,763 26.0  24,961 24.1 

Ⅴ 自己株式   △0 △0.0  △0 △0.0  △8 △0.0 

資本合計   25,330 25.0  24,763 26.0  24,953 24.1 

負債、少数株主持分 

及び資本合計 
  101,490 100.0  95,355 100.0  103,631 100.0 
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② 中間連結損益計算書 
(単位：百万円) 

前中間連結会計期間 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 科目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

   ％   ％   ％ 

Ⅰ 売上高   39,492 100.0  39,155 100.0  83,947 100.0 

Ⅱ 売上原価   32,940 83.4  32,282 82.5  69,329 82.6 

売上総利益   6,552 16.6  6,873 17.5  14,617 17.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費           

貸倒引当金繰入額  157   83   271   

給与諸手当  1,962   1,935   4,484   

賞与引当金繰入額  607   612   628   

退職給付費用  237   227   492   

賃借料  444   438   892   

減価償却費  343   333   710   

その他  2,641 6,395 16.2 2,424 6,056 15.5 5,037 12,518 14.9 

営業利益   156 0.4  816 2.0  2,099 2.5 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息  7   8   15   

受取配当金  19   3   36   

持分法による投資利益  26   21   6   

その他  38 92 0.2 11 43 0.1 56 115 0.1 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息  283   270   598   

その他  0 284 0.7 0 270 0.7 45 644 0.7 

経常利益または 
経常損失(△)   △34 △0.1  589 1.4  1,570 1.9 

Ⅵ 特別利益           

固定資産売却益  ― ― ― ― ― ― 9 9 0.0 

Ⅶ 特別損失           

固定資産処分損  26   10   51   

破産更生債権等貸倒損失  277   ―   274   

投資有価証券評価損  516   143   541   

ゴルフ会員権減損処理額  345   48   853   

退職給付費用  1,124   ―   2,249   

役員退職慰労 
引当金繰入額  60 2,351 5.9 90 294 0.7 134 4,103 4.9 

税金等調整前中間純利益 
または税金等調整前中間 
(当期)純損失(△) 

  △2,386 △6.0  295 0.7  △2,523 △3.0 

法人税、住民税及び事業税 ※１ 83   305   702   

法人税等調整額 ※１ △908 △825 △2.0 △29 276 0.7 △1,478 △775 △0.9 

中間純利益または 
中間(当期)純損失(△)   △1,561 △4.0  18 0.0  △1,747 △2.1 
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③ 中間連結剰余金計算書 
(単位：百万円) 

前中間連結会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 科目 

金額 金額 金額 

Ⅰ 連結剰余金期首残高   18,147  15,968  18,147 

Ⅱ 連結剰余金減少高        

配当金  218  182  400  

役員賞与  30 248 11 193 30 431 

Ⅲ 中間純利益または 
中間(当期)純損失(△) 

  △1,561  18  △1,747 

Ⅳ 連結剰余金 
中間期末(期末)残高 

  16,337  15,794  15,968 
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④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位：百万円) 

前中間連結会計期間 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

科目 

金額 金額 金額 

    
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
１ 税金等調整前中間純利益または 
税金等調整前中間(当期)純損失(△) 

△2,386 295 △2,523 

２ 減価償却費 1,546 1,188 3,114 
３ 貸倒引当金の増加額 17 31 444 
４ 賞与引当金の減少額 △92 △17 △71 
５ 退職給付引当金等の増加額 
または減少額(△) 

1,237 △9 2,382 

６ 受取利息及び受取配当金 △27 △11 △52 
７ 支払利息 283 270 598 
８ 持分法による投資利益 △26 △21 △6 
９ 賃貸用建設機械売却損 14 52 64 
10 固定資産処分損 26 10 41 
11 投資有価証券評価損 516 143 541 
12 ゴルフ会員権評価損 156 17 258 
13 売上債権の減少額 5,994 3,770 2,679 
14 たな卸資産の減少額 466 1,209 585 
15 その他の流動資産の減少額 
または増加額(△) 

94 △123 259 

16 破産債権、更生債権その他 
これらに準ずる債権の減少額 
または増加額(△) 

548 △15 533 

17 仕入債務の減少額 △4,318 △3,120 △4,669 
18 未払消費税等の増加額 
または減少額(△) 

202 △226 387 

19 その他の流動負債の増加額 
または減少額(△) 

192 △176 121 

20 その他の固定負債の増加額 46 24 88 
21 役員賞与の支払額 △30 △11 △30 
小計 4,461 3,281 4,746 

22 利息及び配当金の受取額 25 27 75 
23 利息の支払額 △177 △252 △615 
24 法人税等の支払額 △224 △651 △279 
営業活動によるキャッシュ・フロー 4,084 2,405 3,926 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
１ 定期預金の預入れによる支出 △83 △125 △192 
２ 定期預金の払戻しによる収入 95 125 195 
３ 賃貸用建設機械の取得による支出 △1,966 △170 △1,998 
４ 賃貸用建設機械の売却による収入 68 112 148 
５ その他の有形固定資産の 
取得による支出 

△684 △82 △854 

６ その他の有形固定資産の 
売却による収入 

27 ― 28 

７ 無形固定資産の取得による支出 △24 △16 △45 
８ 投資有価証券の取得による支出 △120 △114 △152 
９ 投資有価証券の売却による収入 ― 1,741 0 
10 貸付けによる支出 △2 △1 △3 
11 貸付金の回収による収入 29 39 54 
12 その他の投資による支出 △44 △33 △73 
13 その他の投資の回収による収入 60 19 99 
投資活動によるキャッシュ・フロー △2,646 1,492 △2,792 
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(単位：百万円) 

前中間連結会計期間 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

科目 

金額 金額 金額 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
１ 短期借入金の増加額 
または減少額(△) 

△561 △3,000 500 

２ コマーシャルペーパーの減少額 ― △1,500 ― 
３ 長期借入れによる収入 200 ― 200 
４ 長期借入金の返済による支出 △8 △31 △50 
５ 自己株式の取得・売却による純収入 
または純支出(△) 

― 8 △8 

６ 配当金の支払額 △217 △181 △400 
財務活動によるキャッシュ・フロー △587 △4,704 240 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ― 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
または減少額(△) 

850 △805 1,374 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,430 2,805 1,430 
Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

2,281 1,999 2,805 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 

前中間連結会計期間 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

１ 連結の範囲に関する事項 子会社16社すべてを連結し

ております。 

主要な連結子会社は、㈱レ

ンタルシステム東北でありま

す。 

同左 同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

下記の関連会社２社に対す

る投資について持分法を適用

しており、持分法適用範囲か

ら除外した関連会社はありま

せん。 

協友リース株式会社 

イースタンリース株式会社 

同左 同左 

３ 連結子会社の(中間)決算

日等に関する事項 

すべての子会社の中間決算

日は中間連結決算日と一致し

ております。 

同左 すべての子会社の決算日は

連結決算日と一致しておりま

す。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

   

(1) 重要な資産の評価基準

および評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

移動平均法による原価法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ております。) 

時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

有価証券 

その他有価証券 

移動平均法による原価法 

 (追加情報) 

なお、当中間連結会計期

間から金融商品に係る会計

基準(「金融商品に係る会

計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成

11年１月22日))を適用し、

前連結会計年度末時点で保

有する有価証券の保有目的

を検討しておりますが、売

買目的有価証券、満期保有

目的債券に該当するものは

ありません。 

(追加情報) 

なお、当中間連結会計期

間からその他有価証券のう

ち時価のあるものの評価の

方法について、金融商品に

係る会計基準(「金融商品

に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審

議会 平成11年１月22日))

を適用し、移動平均法によ

る原価法から中間決算日の

市場価格等に基づく時価法

に変更しております。 

(追加情報) 

なお、当連結会計年度か

ら金融商品に係る会計基準

(「金融商品に係る会計基

準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成11年

１月22日))を適用し、当連

結会計年度開始日時点で保

有する有価証券の保有目的

を検討しておりますが、売

買目的有価証券、満期保有

目的債券に該当するものは

ありません。 
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項目 

前中間連結会計期間 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

 また、当中間連結会計期

間においては、その他有価

証券のうち時価のあるもの

について時価評価を行って

おりません。平成12年大蔵

省令第11号附則第３項によ

る当中間連結会計期間末日

におけるその他有価証券に

係る中間連結貸借対照表計

上額等は、次のとおりであ

ります。 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 

1,073百万円

時価 1,073百万円

評価差額金 
相当額 

△0百万円

繰延税金資産 
相当額 

0百万円

  

この結果、その他有価証

券評価差額金△23百万円、

繰延税金資産16百万円が計

上されております。 

また、当連結会計年度に

おいては、その他有価証券

のうち時価のあるものにつ

いて時価評価を行っており

ません。平成12年大蔵省令

第９号附則第３項によるそ

の他有価証券に係る連結貸

借対照表計上額等は、次の

とおりであります。 

連結 
貸借対照表 
計上額 

1,050百万円

時価 964百万円

評価差額金 
相当額 

△51百万円

繰延税金資産 
相当額 

35百万円

 

 建設仮設材 

先入先出法による原価か

ら定額法により計算した減

耗費を控除する方法によっ

ております。 

(追加情報) 

なお、建設仮設材の減耗

償却期間は、使用可能期間

によっておりますが、最近

の使用状況について見直し

を行った結果、平均保有期

間に著しい乖離が見られる

一部品目について、費用の

期間配分の適正化を図るた

め、当中間連結会計期間か

ら減耗償却期間を延長する

とともに、賃貸と販売の原

価配分の整合性を高めるた

め、残存価額を引き上げま

した。これらの結果、従来

の方法によった場合と比較

して売上原価は741百万円

減少し、営業利益は741百

万円多く計上されており、

経常損失、税金等調整前中

間純損失はそれぞれ741百

万円少なく計上されており

ます。 

建設仮設材 

先入先出法による原価か

ら定額法により計算した減

耗費を控除する方法によっ

ております。 

 

建設仮設材 

先入先出法による原価か

ら定額法により計算した減

耗費を控除する方法によっ

ております。 

(追加情報) 

なお、建設仮設材の減耗

償却期間は、使用可能期間

によっておりますが、最近

の使用状況について見直し

を行った結果、平均保有期

間に著しい乖離が見られる

一部品目について、費用の

期間配分の適正化を図るた

め、当連結会計年度から減

耗償却期間を延長するとと

もに、賃貸と販売の原価配

分の整合性を高めるため、

残存価額を引き上げまし

た。これらの結果、従来の

方法によった場合と比較し

て売上原価は1,357百万円

減少し、営業利益および経

常利益はそれぞれ1,357百

万円多く計上されており、

税金等調整前当期純損失は

1,357百万円少なく計上さ

れております。 

 その他のたな卸資産 

主として移動平均法による

原価法 

その他のたな卸資産 

同左 

その他のたな卸資産 

同左 
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項目 

前中間連結会計期間 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(付

属設備を除く)および一部

の連結子会社が保有する賃

貸用建設機械については、

定額法 

有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

賃貸用 
建設機械 

５～７年 

建物及び 
構築物 

15～50年 

 

有形固定資産 

同左 

 無形固定資産 

定額法 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

 長期前払費用 

定額法 

長期前払費用 

同左 

長期前払費用 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権および破

産更生債権等については財

務内容評価法により回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充て

るため、支給見込額基準に

より計上しております。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

同左 

 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

過去勤務費用は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により

費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

なお、会計基準変更時差

異(2,249百万円)は、当連

結会計年度において一括し

て費用処理しております。 

過去勤務費用は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により

費用処理しております。 

数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法によ

り翌連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。 
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項目 

前中間連結会計期間 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

 (追加情報) 

なお、当中間連結会計期

間から退職給付に係る会計

基準(「退職給付に係る会

計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成

10年６月16日))を適用して

おります。これに伴う会計

基準変更時差異(2,249百万

円)については、当連結会

計年度で全額を費用処理す

ることとしており、当中間

連結会計期間ではその12分

の６を計上しております。

この結果、従来の方法によ

った場合と比較して、退職

給付費用が1,169百万円(販

売費及び一般管理費40百万

円、製品製造原価３百万

円、特別損失1,124百万円)

増加し、営業利益は41百万

円少なく計上されており、

経常損失は41百万円、税金

等調整前中間純損失は

1,166百万円、それぞれ多

く計上されております。 

 (追加情報) 

当連結会計年度から退職

給付に係る会計基準(「退

職給付に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成10年６月

16日))を適用しておりま

す。この結果、従来の方法

によった場合と比較して、

退職給付費用が2,214百万

円(販売費及び一般管理費

△31百万円、製品製造原価

△３百万円、特別損失

2,249百万円)増加し、営業

利益および経常利益はそれ

ぞれ32百万円多く、税金等

調整前当期純損失は2,216

百万円多く計上されており

ます。 

また、退職給与引当金

(16百万円)は、退職給付引

当金に含めて表示しており

ます。 

 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上し

ております。ただし、役員

退職慰労引当金の新設にと

もなう過年度負担分(360百

万円)については、当連結

会計年度から３年間にわた

り均等に繰入れることとし

ており、中間連結会計期間

においては年間配賦額の12

分の６を計上しておりま

す。 

役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上し

ております。ただし、役員

退職慰労引当金の新設にと

もなう過年度負担分につい

ては、主として新設した連

結会計年度から３年間にわ

たり均等に繰入れることと

しており、当中間連結会計

期間においては当連結会計

年度の繰入見込み額を期間

により配分し計上しており

ます。 

役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。ただし、役員退職

慰労引当金の新設にともな

う過年度負担分(360百万

円)については、主として

当連結会計年度から３年間

にわたり均等に繰入れてお

ります。 
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項目 

前中間連結会計期間 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

 (会計処理基準の変更) 

なお、役員退職慰労金

は、従来、支出時の費用と

しておりましたが、役員退

職慰労引当金計上の会計慣

行が定着してきていること

および役員在任期間の長期

化に伴い役員退職慰労金の

金額に重要性が増してきた

ことに鑑み、役員の在任期

間に費用を配分することに

より、期間損益の適正化と

財務内容の健全化を図るた

め、当中間連結会計期間か

ら引当て計上することに変

更いたしました。 

この変更により、当中間

連結会計期間発生額15百万

円を販売費及び一般管理費

に、過年度負担額のうち当

中間連結会計期間配賦額60

百万円は特別損失に計上し

ております。この結果、従

来の方法によった場合と比

較して営業利益は15百万円

少なく計上されており、経

常損失は15百万円、税金等

調整前中間純損失は75百万

円、それぞれ多く計上され

ております。 

 (会計処理基準の変更) 

なお、役員退職慰労金

は、従来、支出時の費用と

しておりましたが、役員退

職慰労引当金計上の会計慣

行が定着してきていること

および役員在任期間の長期

化に伴い役員退職慰労金の

金額に重要性が増してきた

ことに鑑み、役員の在任期

間に費用を配分することに

より、期間損益の適正化と

財務内容の健全化を図るた

め、当連結会計年度から引

当て計上することに変更い

たしました。 

この変更により、当連結

会計年度発生額54百万円を

販売費及び一般管理費に、

過年度負担分のうち当連結

会計年度繰入額134百万円

は特別損失に計上しており

ます。この結果、従来の方

法によった場合と比較して

営業利益および経常利益は

それぞれ36百万円少なく、

税金等調整前当期純損失は

170百万円多く計上されて

おります。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

(5) その他中間連結財務諸

表(連結財務諸表)作成

のための重要な事項 

消費税等の処理方法 

消費税および地方消費税

の会計処理は税抜方式を採

用しております。 

消費税等の処理方法 

同左 

消費税等の処理方法 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッ

シュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可

能な預金および容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内

に償還期限の到来する短期投

資 

同左 同左 
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追加情報 

 

前中間連結会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当中間連結会計期間から金融商品

に係る会計基準(「金融商品に係る

会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成11年１月22

日))を適用し、投資その他の資産の

「その他」に計上しているゴルフ会

員権のうち時価の著しく下落してい

るものについて減損処理を実施して

おります。この結果、特別損失にゴ

ルフ会員権減損処理額345百万円(評

価損156百万円、貸倒引当金繰入額

189百万円)が計上され、従来の方法

によった場合と比較して税金等調整

前中間純損失は345百万円多く計上

されております。 

また、受取配当金の会計処理は、

従来、入金時の収益として処理して

おりましたが、当中間連結会計期間

から金融商品に係る会計基準を適用

し、市場価格のある株式の配当金に

ついては配当落ち日をもって見積計

上しております。この結果、未収配

当金２百万円が計上され、経常損失

および税金等調整前中間純損失はそ

れぞれ２百万円少なく計上されてお

ります。 

― 当連結会計年度から金融商品に係

る会計基準(「金融商品に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成11年１月22日))を

適用し、投資その他の資産の「その

他」に計上している会員権のうち時

価の著しく下落しているものについ

て減損処理を実施しております。こ

の結果、特別損失に会員権減損処理

額853百万円(評価損258百万円、貸

倒引当金繰入額594百万円)が計上さ

れ、従来の方法によった場合と比較

して税金等調整前当期純損失は853

百万円多く計上されております。 

また、受取配当金の会計処理は、

従来、入金時の収益として処理して

おりましたが、当連結会計年度から

金融商品に係る会計基準を適用し、

市場価格のある株式の配当金につい

ては配当落ち日をもって見積計上し

ております。この結果、未収配当金

16百万円が計上され、従来の方法に

よった場合と比較して経常利益は16

百万円多く、税金等調整前当期純損

失は16百万円少なく計上されており

ます。 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
 

前中間連結会計期間末 
平成12年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 
平成13年９月30日現在 

前連結会計年度末 
平成13年３月31日現在 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

32,632百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

32,078百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

32,732百万円 

２ 裏書手形譲渡高 

38百万円 

２ 裏書手形譲渡高 

129百万円 

２ 裏書手形譲渡高 

177百万円 

※３ 国庫補助金等の受入により有

形固定資産の取得価額から直

接減額した圧縮記帳累計額 

土地 36百万円
 

※３ 国庫補助金等の受入により有

形固定資産の取得価額から直

接減額した圧縮記帳累計額 

土地 36百万円
 

※３ 国庫補助金等の受入により有

形固定資産の取得価額から直

接減額した圧縮記帳累計額 

土地 36百万円
 

※４ 重要な休止資産 

たな卸資産には、減耗償却の

対象から除いている休止中の

建設仮設材1,365百万円が含

まれております。 

※４ 重要な休止資産 

たな卸資産には、減耗償却の

対象から除いている休止中の

建設仮設材1,533百万円が含

まれております。 

※４ 重要な休止資産 

たな卸資産には、減耗償却の

対象から除いている休止中の

建設仮設材1,531百万円が含

まれております。 

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理 

中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理は、満期日に決済

されたものとして処理しており

ます。 

当中間連結会計期間末日(金

融機関休業日)が満期日にあた

り同日決済されたものとして処

理した満期手形の金額は次のと

おりであります。 

受取手形 2,148百万円

支払手形 2,733百万円
 

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理 

中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理は、満期日に決済

されたものとして処理しており

ます。 

当中間連結会計期間末日およ

びその前日(金融機関休業日)が

満期日にあたり同日決済された

ものとして処理した満期手形の

金額は次のとおりであります。 

受取手形 1,291百万円

支払手形 2,165百万円
 

※５ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理 

連結会計年度末日満期手形の

会計処理は、満期日に決済され

たものとして処理しておりま

す。 

当連結会計年度末日(金融機

関休業日)が満期日にあたり同

日決済されたものとして処理し

た満期手形の金額は次のとおり

であります。 

受取手形 2,060百万円

支払手形 2,512百万円
 

 

(中間連結損益計算書関係) 
 

前中間連結会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

※１ 中間連結会計期間に係る納付

税額および法人税等調整額の

計算における特別償却準備金

の取扱い 

中間連結会計期間に係る納

付税額および法人税等調整額

は、当連結会計年度において

予定している利益処分による

特別償却準備金の積立ておよ

び取崩しを前提として、当中

間連結会計期間に係る金額を

計算しております。 

※１ 中間連結会計期間に係る納付

税額および法人税等調整額の

計算における特別償却準備金

の取扱い 

中間連結会計期間に係る納

付税額および法人税等調整額

は、提出会社の当期において

予定している利益処分による

特別償却準備金の取崩しを前

提として、当中間連結会計期

間に係る金額を計算しており

ます。 

― 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
(単位：百万円) 

前中間連結会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成12年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 2,410

預入期間が３か月を 

超える定期預金 
―) 128

現金及び現金同等物 2,281
  

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成13年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 2,136

預入期間が３か月を 

超える定期預金 
―) 137

現金及び現金同等物 1,999
 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成13年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 2,942 

預入期間が３か月を 

超える定期預金 
―) 137 

現金及び現金同等物 2,805 
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(リース取引関係) 
(単位：百万円) 

前中間連結会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび中間連結会計期間末残高

相当額 

 

取得価額 

相当額 
 

減価償却 

累計額 

相当額 

 

中間連結 

会計期間末 

残高相当額 

賃貸用 

建設機械 
562  19  542 

機械装置 

及び 

運搬具 
55  15 

 
39 

その他 88  22  65 

合計 706  57  648 

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間連結会計期間末残高が有

形固定資産の中間連結会計期間末残高

等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算出しております。 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび中間連結会計期間末残高

相当額 

 

取得価額 

相当額 
 

減価償却 

累計額 

相当額 

 

中間連結 

会計期間末 

残高相当額 

賃貸用 

建設機械 
2,714  305  2,408 

機械装置 

及び 

運搬具 
98  30 

 
68 

その他 95  40  54 

合計 2,908  376  2,532 

 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび期末残高相当額 

 

 

取得価額 

相当額 
 

減価償却 

累計額 

相当額 

 
期末残高 

相当額 

賃貸用 

建設機械 
2,312  173  2,138 

機械装置 

及び 

運搬具 
120  27 

 
93 

その他 102  33  68 

合計 2,534  233  2,301 

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算出しておりま

す。 

② 未経過リース料中間連結会計

期間末残高相当額 

１年以内 119 

１年超 528 

合計 648 

なお、未経過リース料中間連結会

計期間末残高相当額は、未経過リース

料中間連結会計期間末残高が有形固定

資産の中間連結会計期間末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法

によっております。 

② 未経過リース料中間連結会計

期間末残高相当額 

１年以内 570 

１年超 2,300 

合計 2,871 
 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 442 

１年超 1,858 

合計 2,301 

なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

よっております。 

③ 支払リース料および減価償却

費相当額 

支払リース料 32 

減価償却費相当額 32 
 

③ 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額 

支払リース料 246 

減価償却費相当額 199 

支払利息相当額 38 
 

③ 支払リース料および減価償却

費相当額 

支払リース料 207 

減価償却費相当額 207 
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額をリース契約上に残

価保証の取決めがあるものは

当該残価保証額、それ以外の

ものは零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 
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(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

中間連結財務諸表提出会社および連結子会社は、満期保有目的の債券は保有していないため、該当

事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

当中間連結会計期間においては、時価評価を行っていないため、平成12年大蔵省令第11号附則第３

号により記載を省略しております。 

３ 時価評価されていない主な「有価証券」の内容および中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

非上場株式 5,333百万円 

 

(当中間連結会計期間) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

中間連結財務諸表提出会社および連結子会社は、満期保有目的の債券は保有していないため、該当

事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 
(単位：百万円) 

区分 取得原価 
中間連結貸借対照表 

計上額 
差額 

(1) 株式 1,016 975 △40 
(2) 債券    
  ① 国債・地方債等 ― ― ― 
  ② 社債 5 5 0 
  ③ その他 ― ― ― 
(3) その他 ― ― ― 

計 1,021 980 △40 

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について143百万円の減損処理を行ってお

ります。 

なお、当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価より30パーセント以上下落している銘柄について、

個別銘柄ごとに、株式の取得時点、中間決算日、中間決算日後における市場価格の推移および市場環境の

動向、最高値、最安値と購入価格との乖離状況、発行会社の業績等、時価下落の内的・外的要因を総合的

に勘案し、中間決算日後おおむね１年以内に時価が取得原価にほぼ近い水準にまで回復する見込みがある

ことが合理的な根拠をもって予測できる場合のほかは、減損処理を行っております。 

 

３ 時価評価されていない主な「有価証券」の内容および中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

非上場株式 3,613百万円 
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(前連結会計年度) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

連結財務諸表提出会社および連結子会社は、満期保有目的の債券は保有していないため、該当事項

はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

当連結会計年度においては、時価評価を行っていないため、平成12年大蔵省令第９号附則第３号に

より記載を省略しております。 

３ 時価評価されていない主な「有価証券」の内容および連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

非上場株式 3,613百万円 

 

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間および当中間連結会計期間ならびに前連結会計年度) 

中間連結財務諸表提出会社および連結子会社は、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間、

前連結会計年度とも、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 
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(セグメント情報) 

１ 事業の種類別セグメント情報 

中間連結財務諸表提出会社および連結子会社は、建設工事用仮設鋼材の賃貸および販売等を主

たる事業内容とし、建設機械、事務用機器等、各建設現場における関連商品群を取扱い、仮設工

事の設計、施工等の役務提供と一体となった総合的な営業活動を行っております。 

これらの営業活動は、建設現場において仮設工事およびこれに関連して使用されるという取扱

品目の性質およびエンドユーザーはすべて建設会社であるという市場等の類似性を考慮すると、

単一の事業分野に属しているものと認識しており、事業分野が単一セグメントのため前中間連結

会計期間、当中間連結会計期間、前連結会計年度とも、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。 

２ 所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間、前連結会計年度とも、本邦以外の国または地域に

所在する支店または連結子会社はないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

３ 海外売上高 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間、前連結会計年度とも、中間連結財務諸表提出会社

および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高はないため、海外売上高の記載を省

略しております。 

 

(１株当たり情報) 
 

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

１株当たり純資産額 695.20円 679.65円 685.31円 

１株当たり中間純利益 
または１株当たり中間 
(当期)純損失(△) 

△42.85円 0.52円 △47.98円 

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益 

新株引受権付社債および
転換社債の発行がないた
め、および中間純損失が
計上されているため、記
載しておりません。 

新株引受権付社債および
転換社債の発行がないた
め、記載しておりませ
ん。 

新株引受権付社債および
転換社債の発行がないた
め、および当期純損失が
計上されているため、記
載しておりません。 

 

(2) その他 

該当事項はありません。 
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中 間 監 査 報 告 書 

平成12年11月27日 

川 商 ジ ェ コ ス 株 式 会 社 

取締役社長 今   井   良   治   殿 

監査法人 太田昭和センチュリー   

 

公認会計士 鳥  家  秀  夫 ○印  
 

公認会計士 森  本  民  雄 ○印  
 

関与社員 公認会計士 坂  本  満  夫 ○印  
 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている川商ジェコス株式会社の平成12年４月１日から平成13年３月31日までの第34期事業年

度の中間会計期間(平成12年４月１日から平成12年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中

間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、

中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正

妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、下記事項を除き前事業年度と同一の基

準に従って継続して適用されており、また、中間財務諸表の表示方法は、「中間財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号)の定めるところに準拠しているものと

認められた。 

記 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項４に記載のとおり、当中間会計期間に役員退職慰労金

に関する会計方針を支出時の費用として処理とする方法から内規に基づく中間期末要支給額を役員

退職慰労引当金として引当計上する方法に変更した。この変更は、将来の支出に備えて役員の在任

期間に費用を配分することにより、期間損益の適正化と財務内容の健全化を図るため行われたもの

であり、正当な理由による変更と認める。この変更により、従来の基準によった場合と比較して営

業利益は15百万円少なく計上されており、経常損失は15百万円、税引前中間純損失は65百万円、そ

れぞれ多く計上されている。 

よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が川商ジェコス株式会社の平成12年９月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成12年４月１日から平成12年９月30日まで)の

経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

(注) 会社は、当中間会計期間より中間財務諸表作成の基本となる重要な事項及び追加情報の注

記に記載のとおり、退職給付に係る会計基準及び金融商品に係る会計基準が適用されること

となるため、これらの会計基準により中間財務諸表を作成している。 

以  上 

代表社員

関与社員 

代表社員

関与社員 
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中 間 監 査 報 告 書 

平成13年11月27日 

川 商 ジ ェ コ ス 株 式 会 社 

取締役社長 寺  尾     主   殿 

新 日 本 監 査 法 人   

 

公認会計士 鳥  家  秀  夫 ○印  
 

公認会計士 森  本  民  雄 ○印  
 

関与社員 公認会計士 坂  本  満  夫 ○印  
 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている川商ジェコス株式会社の平成13年４月１日から平成14年３月31日までの第35期事業年

度の中間会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中

間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、

中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正

妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続

して適用されており、また、中間財務諸表の表示方法は、「中間財務諸表の用語、様式及び作成方

法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号)の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が川商ジェコス株式会社の平成13年９月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)の

経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以  上 

 

代表社員

関与社員

代表社員

関与社員
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２ 中間財務諸表等 

(1) 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 
(単位：百万円) 

前中間会計期間末 

平成12年９月30日現在 

当中間会計期間末 

平成13年９月30日現在 

前事業年度 
要約貸借対照表 
平成13年３月31日現在 

科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

   ％   ％   ％ 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金   1,081   1,058   1,358  

受取手形 ＊５  16,432   16,869   18,185  

売掛金   17,599   16,573   18,806  

たな卸資産 ＊４  25,570   24,139   25,365  

その他   1,725   1,285   2.948  

貸倒引当金   △269   △205   △234  

 流動資産合計   62,140 62.9  59,722 64.4  66,430 66.2 

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ＊１          

 賃貸用建設機械  5,097   3,831   4,193   

 土地 ＊３ 12,407   12,407   12,407   

 その他  7,341 24,846 25.1 6,805 23,044 24.9 7,053 23,655 23.6 

無形固定資産   350 0.4  305 0.3  332 0.3 

投資その他の資産           

 投資有価証券  6,937   5,109   5,195   

 その他  5,001   5,371   5,604   

 貸倒引当金  △435 11,504 11.6 △883 9,597 10.4 △890 9,909 9.9 

 固定資産合計   36,700 37.1  32,947 35.6  33,896 33.8 

資産合計   98,841 100.0  92,669 100.0  100,327 100.0 
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(単位：百万円) 

前中間会計期間末 

平成12年９月30日現在 

当中間会計期間末 

平成13年９月30日現在 

前事業年度 
要約貸借対照表 
平成13年３月31日現在 

科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

   ％   ％   ％ 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債           

支払手形 ＊５  10,417   10,068   10,682  

買掛金   16,962   14,210   16,159  

短期借入金   28,020   26,070   29,070  

一年内に返済 

予定の長期借入金 
  22   23   22  

コマーシャルペーパー   5,000   3,500   5,000  

一年内に償還予定の社債   ―   10,000   10,000  

未払法人税等   10   250   460  

引当金   550   544   579  

その他 ＊２  1,965   1,561   1,899  

流動負債合計   62,948 63.7  66,227 71.5  73,874 73.6 

Ⅱ 固定負債           

社債   10,000   ―   ―  

長期借入金   59   36   47  

退職給付引当金   1,153   2,148   2,190  

役員退職慰労引当金   65   151   130  

その他   ―   28   ―  

固定負債合計   11,277 11.4  2,364 2.5  2,368 2.4 

  負債合計   74,226 75.1  68,592 74.0  76,243 76.0 

(資本の部)          

Ⅰ 資本金   4,397 4.4  4,397 4.7  4,397 4.4 

Ⅱ 資本準備金   4,595 4.7  4,595 5.0  4,595 4.6 

Ⅲ 利益準備金   453 0.5  490 0.5  472 0.4 

Ⅳ その他の剰余金           

任意積立金   16,227 16.4  14,230 15.4  16,227 16.2 

中間未処分利益または 

中間(当期)未処理損失

(△) 

  △1,059 △1.1  384 0.4  △1,608 △1.6 

その他の剰余金合計   15,167 15.3  14,614 15.8  14,619 14.6 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   ―   △21 △0.0  ―  

  資本合計   24,615 24.9  24,077 26.0  24,084 24.0 

  負債・資本合計   98,841 100.0  92,669 100.0  100,327 100.0 
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② 中間損益計算書 
(単位：百万円) 

前中間会計期間 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 
要約損益計算書 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 科目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

   ％   ％   ％ 

Ⅰ 売上高   37,800 100.0  36,167 100.0  79,514 100.0 

Ⅱ 売上原価   32,738 86.6  30,735 85.0  68,255 85.8 

売上総利益   5,062 13.4  5,431 15.0  11,259 14.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   4,942 13.1  4,561 12.6  9,604 12.1 

営業利益   119 0.3  870 2.4  1,654 2.1 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息  35   29   67   

その他  71 107 0.3 81 111 0.3 151 219 0.3 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息  168   156   357   

その他  115 283 0.7 111 268 0.7 281 639 0.8 

経常利益または 

経常損失(△) 
  △56 △0.1  713 2.0  1,234 1.6 

Ⅵ 特別損失 ＊２  2,304 6.1  281 0.8  4,020 5.1 

税引前中間純利益または 

税引前中間(当期)純損失

(△) 

  △2,360 △6.2  431 1.2  △2,785 △3.5 

法人税、住民税及び事業税 ＊３ 23   266   503   

法人税等調整額 ＊３ △899 △876 △2.3 △31 234 0.7 △1,455 △952 △1.2 

中間純利益または 

中間(当期)純損失(△) 
  △1,484 △3.9  196 0.5  △1,833 △2.3 

前期繰越利益   425   188   425  

中間配当額   ―   ―   182  

中間配当に伴う 

利益準備金積立額 
  ―   ―   18  

中間未処分利益または 

中間(当期)未処理損失(△) 
  △1,059   384   △1,608  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

 

前中間会計期間 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

１ 資産の評価基準および評

価方法 

有価証券 

子会社株式および関連会社

株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

移動平均法による原価法 

有価証券 

子会社株式および関連会社

株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定しております。) 

時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

有価証券 

子会社株式および関連会社

株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

移動平均法による原価法 

 (追加情報) 

なお、当中間会計期間か

ら金融商品に係る会計基準

(「金融商品に係る会計基

準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成11年

１月22日))を適用し、期首

時点で保有する有価証券の

保有目的を検討しておりま

すが、売買目的有価証券、

満期保有目的債券に該当す

るものはありません。 

また、当中間会計期間に

おいては、その他有価証券

のうち時価のあるものにつ

いて時価評価を行っており

ません。平成12年大蔵省令

第10号附則第３項による当

中間会計期間末日における

その他有価証券に係る中間

貸借対照表計上額等は、次

のとおりであります。 

中間貸借対照表計上額 

1,073百万円 

 時価 1,073百万円 

評価差額金相当額 

△0百万円 

繰延税金資産相当額 

0百万円 

(追加情報) 

なお、当中間会計期間か

らその他有価証券のうち時

価のあるものの評価の方法

について、金融商品に係る

会計基準(「金融商品に係

る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 

平成11年１月22日))を適用

し、移動平均法による原価

法から中間決算日の市場価

格等に基づく時価法に変更

しております。 

この結果、その他有価証

券評価差額金△21百万円、

繰延税金資産14百万円が計

上されております。 

(追加情報) 

なお、当期から金融商品

に係る会計基準(「金融商

品に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計

審議会 平成11年１月22

日))を適用し、期首時点で

保有する有価証券の保有目

的を検討しておりますが、

売買目的有価証券、満期保

有目的債券に該当するもの

はありません。 

また、当期においては、

その他有価証券のうち時価

のあるものについて時価評

価を行っておりません。平

成12年大蔵省令第８号附則

第３項によるその他有価証

券に係る貸借対照表計上額

等は、次のとおりでありま

す。 

貸借対照表計上額 

1,050百万円 

 時価 964百万円 

評価差額金相当額 

△51百万円 

繰延税金資産相当額 

35百万円 
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前中間会計期間 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

 建設仮設材 

先入先出法による原価か

ら定額法による減耗費を控

除する方法によっておりま

す。 

建設仮設材 

先入先出法による原価か

ら定額法による減耗費を控

除する方法によっておりま

す。 

建設仮設材 

先入先出法による原価か

ら定額法による減耗費を控

除する方法によっておりま

す。 

 (追加情報) 

なお、建設仮設材の減耗

償却期間は、使用可能期間

によっておりますが、最近

の使用状況について見直し

を行った結果、平均保有期

間に著しい乖離が見られる

一部品目について、費用の

期間配分の適正化を図るた

め、当中間会計期間から減

耗償却期間を延長するとと

もに、賃貸と販売の原価配

分の整合性を高めるため、

残存価額を引き上げまし

た。これらの結果、従来の

方法によった場合と比較し

て売上原価は741百万円減

少し、営業利益は741百万

円多く計上されており、経

常損失および税引前中間純

損失はそれぞれ741百万円

少なく計上されておりま

す。 

 (追加情報) 

なお、建設仮設材の減耗

償却期間は、使用可能期間

によっておりますが、最近

の使用状況について見直し

を行った結果、平均保有期

間に著しい乖離が見られる

一部品目について、費用の

期間配分の適正化を図るた

め、当期から減耗償却期間

を延長するとともに、賃貸

と販売の原価配分の整合性

を高めるため、残存価額を

引き上げました。これらの

結果、従来の方法によった

場合と比較して売上原価は

1,357百万円減少し、営業

利益および経常利益はそれ

ぞれ1,357百万円多く、税

引前中間純損失は1,357百

万円少なく計上されており

ます。 

 商品、原材料 

移動平均法による原価法 

製品 

個別法による原価法 

仕掛品 

鋼製山留材、覆工板等に

ついては、移動平均法によ

る原価法 

スチールセグメント、Ｈ

形支保工等の個別受注品に

ついては、個別法による原

価法 

商品、原材料 

同左 

製品 

同左 

仕掛品 

同左 

商品、原材料 

同左 

製品 

同左 

仕掛品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 定率法 

ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物付属設備を除く)につい

ては、定額法 

有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

賃貸用 

建設機械 
５～７年 

 

有形固定資産 

同左 

 無形固定資産 

定額法 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

 長期前払費用 

定額法 

長期前払費用 

同左 

長期前払費用 

同左 
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前中間会計期間 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権および破

産更生債権等については財

務内容評価法により回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充て

るため、支給見込額基準に

より計上しております。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

同左 

 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において

発生していると認められる

額を計上しております。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において

発生していると認められる

額を計上しております。 

過去勤務費用は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により

費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理すること

としております。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき計

上しております。 

なお、会計基準変更時差

異(2,226百万円)は、当期

において一括して費用処理

しております。 

過去勤務費用は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により

費用処理しております。 

数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法によ

り翌事業年度から費用処理

することとしております。 
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前中間会計期間 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

 (追加情報) 

なお、当中間会計期間か

ら退職給付に係る会計基準

(「退職給付に係る会計基

準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成10年

６月16日))を適用しており

ます。これに伴う会計基準

変更時差異(2,226百万円)

については、当事業年度で

全額を費用処理することと

しており、当中間会計期間

ではその12分の６を計上し

ております。この結果、従

来の方法によった場合と比

較して、退職給付費用が

1,153百万円(販売費及び一

般管理費36百万円、製品製

造原価３百万円、特別損失

1,113百万円)増加し、営業

利益は37百万円少なく計上

されており、経常損失は37

百万円、税引前中間純損失

は1,150百万円、それぞれ

多く計上されております。 

 (追加情報) 

当期から退職給付に係る

会計基準(「退職給付に係

る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 

平成10年６月16日))を適用

しております。この結果、

従来の方法によった場合と

比較して、退職給付費用は

2,190百万円(販売費及び一

般管理費△32百万円、製品

製造原価△３百万円、特別

損失2,226百万円)増加し、

営業利益および経常利益は

それぞれ34百万円多く、税

引前当期純損失は2,192百

万円多く計上されておりま

す。 

 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上し

ております。ただし、役員

退職慰労引当金の新設に伴

う過年度負担分(300百万

円)については、当期から

３年間にわたり均等に繰入

れることとしており、中間

会計期間においては年間配

賦額の12分の６を計上して

おります。 

役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上し

ております。ただし、役員

退職慰労引当金の新設に伴

う過年度負担分について

は、新設した事業年度から

３年間にわたり均等に繰入

れることとしており、当中

間会計期間においては当事

業年度の繰入見込み額を期

間により配分し計上してお

ります。 

役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。ただし、役員退職

慰労引当金の新設に伴う過

年度負担分(300百万円)に

ついては、当期から３年間

にわたり均等に繰入れてお

ります。 
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前中間会計期間 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

 (会計処理基準の変更) 

なお、役員退職慰労金

は、従来、支出時の費用と

しておりましたが、役員退

職慰労引当金計上の会計慣

行が定着してきていること

および役員在任期間の長期

化に伴い役員退職慰労金の

金額に重要性が増してきた

ことに鑑み、役員の在任期

間に費用を配分することに

より、期間損益の適正化と

財務内容の健全化を図るた

め、当中間会計期間から引

当て計上することに変更い

たしました。 

この変更により、当中間

会計期間発生額15百万円を

販売費及び一般管理費に、

過年度負担分のうち当中間

会計期間配賦額50百万円は

特別損失に計上しておりま

す。この結果、従来の方法

によった場合と比較して、

営業利益は15百万円少なく

計上されており、経常損失

は15百万円、税引前中間純

損失は65百万円それぞれ多

く計上されております。 

 (会計処理基準の変更) 

なお、役員退職慰労金

は、従来、支出時の費用と

しておりましたが、役員退

職慰労引当金計上の会計慣

行が定着してきていること

および役員在任期間の長期

化に伴い役員退職慰労金の

金額に重要性が増してきた

ことに鑑み、役員の在任期

間に費用を配分することに

より、期間損益の適正化と

財務内容の健全化を図るた

め、当期から引当て計上す

ることに変更いたしまし

た。 

この変更により、当期発

生額48百万円を販売費及び

一般管理費に、過年度負担

分のうち当期繰入額100百

万円を特別損失に計上して

おります。この結果、従来

の方法によった場合と比較

して、営業利益および経常

利益はそれぞれ30百万円少

なく、税引前当期純損失は

130百万円多く計上されて

おります。 

４ リース取引の処理方法 ― リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

― 

５ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税

の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



ファイル名:120_0132400501312 更新日時:01/11/19 14:09 印刷日時:01/11/28 15:00 

― 47 ― 

 
追加情報 

 

前中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

当中間会計期間から金融商品に

係る会計基準(「金融商品に係る

会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成11年１月22

日))を適用し、投資その他の資産

の「その他」に計上しているゴル

フ会員権のうち時価の著しく下落

しているものについて減損処理を

実施しております。この結果、特

別損失にゴルフ会員権減損処理額

345百万円(評価損156百万円、貸

倒引当金繰入額189百万円)が計上

され、従来の方法によった場合と

比較して税引前中間純損失は345

百万円多く計上されております。 

受取配当金の会計処理は、従

来、入金時の収益として処理して

おりましたが、当中間会計期間か

ら金融商品に係る会計基準を適用

し、市場価格のある株式の配当金

については配当落ち日をもって見

積計上しております。この結果、

未収配当金２百万円が計上され、

従来の方法によった場合と比較し

て経常損失および税引前中間純損

失はそれぞれ２百万円少なく計上

されております。 

― 当期から金融商品に係る会計基

準(「金融商品に係る会計基準の

設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成11年１月22日))を適

用し、投資その他の資産の「その

他」に計上している会員権のうち

時価の著しく下落しているものに

ついて減損処理を実施しておりま

す。この結果、特別損失に会員権

減損処理額853百万円(評価損258

百万円、貸倒引当金繰入額594百

万円)が計上され、従来の方法に

よった場合と比較して税引前当期

純損失は853百万円多く計上され

ております。 

受取配当金の会計処理は、従

来、入金時の収益として処理して

おりましたが、当期から金融商品

に係る会計基準を適用し、市場価

格のある株式の配当金については

配当落ち日をもって見積計上して

おります。この結果、未収配当金

16百万円が計上され、従来の方法

によった場合と比較して経常利益

は16百万円多く、税引前当期純損

失は16百万円少なく計上されてお

ります。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

項目 
前中間会計期間末 

平成12年９月30日現在 

当中間会計期間末 

平成13年９月30日現在 

前事業年度末 

平成13年３月31日現在 

＊１ 有形固定資産の減価償

却累計額 

31,391百万円 

 

30,512百万円 31,322百万円 

＊２ 消費税等の取扱い 仮払消費税等および仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示

しております。 

同左 ― 

＊３ 国庫補助金等の受入に

より取得価額から直接

減額した圧縮記帳累計

額 

土地 36百万円 
 

土地 36百万円
 
土地 36百万円

 

＊４ 重要な休止資産 たな卸資産には、減耗償却

の対象から除いている休止中

の建設仮設材1,365百万円が

含まれております。 

たな卸資産には、減耗償却

の対象から除いている休止中

の建設仮設材1,533百万円が

含まれております。 

たな卸資産には、減耗償却

の対象から除いている休止中

の建設仮設材1,531百万円が

含まれております。 

＊５ 中間会計期間末日(期

末日)満期手形の会計

処理 

中間会計期間末日満期手形

の会計処理は、満期日に決済

されたものとして処理してお

ります。 

当中間会計期間末日(金融

機関休業日)が満期日にあた

り同日決済されたものとして

処理した満期手形の金額は次

のとおりであります。 

受取手形 2,209百万円

支払手形 2,740百万円
 

中間会計期間末日満期手形

の会計処理は、満期日に決済

されたものとして処理してお

ります。 

当中間会計期間末日および

その前日(金融機関休業日)が

満期日にあたり同日決済され

たものとして処理した満期手

形の金額は次のとおりであり

ます。 

受取手形 1,277百万円

支払手形 2,172百万円
 

期末日満期手形の会計処理

は、満期日に決済されたもの

として処理しております。 

当期末日(金融機関休業日)

が満期日にあたり同日決済さ

れたものとして処理した満期

手形の金額は次のとおりであ

ります。 

受取手形 2,012百万円

支払手形 2,521百万円
 

 

(中間損益計算書関係) 
 

項目 

前中間会計期間 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 

自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

 １ 減価償却額 有形固定資産 1,298百万円

無形固定資産 38   
 

有形固定資産 983百万円 百万円 

無形固定資産 39    
 

有形固定資産 2,601百万円

無形固定資産 76   
 

＊２ 特別損失の主な内訳 退職給付費用 1,113百万円

投資有価証券評価損 

 516   

ゴルフ会員権減損処理額 

 345   

破産更生債権等貸倒損失 

 257   
 

投資有価証券評価損 

 143百万円

役員退職慰労引当金繰入額 

 83   

ゴルフ会員権減損処理額 

 48   
 

退職給付費用 2,226百万円

会員権減損処理額 

 853   

投資有価証券評価損 

 541   

破産更生債権等貸倒損失 

 262   
 

＊３ 中間会計期間に係る納

付税額および法人税等

調整額の計算における

特別償却準備金の取扱

い 

中間会計期間に係る納付税

額および法人税等調整額は、

当期において予定している利

益処分による特別償却準備金

の積立ておよび取崩しを前提

として、当中間会計期間に係

る金額を計算しております。 

中間会計期間に係る納付税

額および法人税等調整額は、

当期において予定している利

益処分による特別償却準備金

の取崩しを前提として、当中

間会計期間に係る金額を計算

しております。 

― 
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(リース取引関係) 
(単位：百万円) 

前中間会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

― リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび中間会計期間末残高相当

額 

 

取得価額 

相当額 
 

減価償却 

累計額 

相当額 

 

中間会計 

期間末 

残高相当額 

賃貸用 

建設機械 
502  9  493 

合計 502  9  493 

 

― 

 ② 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額 

１年以内 78 

１年超 414 

合計 493 
 

 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額および支払利息相当額 

支払リース料 10 

減価償却費相当額 9 

支払利息相当額 0 
 

 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

リース総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。 

 

 
 

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連

会社株式で時価のあるものはありません。 

 
 
(１株当たり情報) 

当社は、中間連結財務諸表を作成しているため、中間財務諸表規則第36条の３ただし書きおよ

び同規則第52条の２第３項の規定により、１株当たり情報の記載を省略しております。 
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(2) その他 

平成13年11月20日開催の取締役会において、定款第29条の規定に基づき、平成13年９月30日現

在の株主名簿および実質株主名簿に記載された株主に対し、商法第293条の５に定める金銭の分配

(中間配当)を次のとおり行う旨決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額………………………182百万円 

② １株当たりの金額……………………………………５円 

③ 支払請求の効力発生日および支払開始日…………平成13年12月３日 
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第６ 提出会社の参考情報 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

 
事業年度 
(第34期) 

 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

 
平成13年６月28日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 提出会社の保証会社等の情報 

該当事項はありません。 
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